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はじめに
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 倶知安町は、高度経済成長期の頃よりスキー場・リフトの整備が進んだことで、国内有数のスキーエリア

となり、更に2000年代以降のインバウンド取り込みを経て、国際的な観光リゾート地域となってきている。

 しかし、その足元は、近年の国際的な観光リゾート振興に大きく寄与してきたコンドミニアム投資は大型

化し、対象地域も広がることでリゾートエリアの量的拡大、スプロール化が進行しつつあり、関連サービス

の集積はアンバランスな状態にあるなど必ずしも強固なものとはなっていない。

 また、冬季とその他の季節では集客力に大きな差が存在し、通年での雇用が難しくサービスクオリティの

低下等の課題も生じており、通年型リゾートの達成には程遠い状態にある。

 本マスタープランは、本地域を中長期的に振興していくために、目指すべき将来像を示すとともに、それを

実現するために必要な方策を「国際競争力を持つリゾートの要件」として整理されている5つの要件に照

らして、整理したものである。

出典：世界が訪れたくなる観光地域づくりに向けた高度化計画策定等事業（経済産業省, 2018）

＜５つの要件＞
1. 滞在目的となり得るライフスタイル

2. 心地よさと賑わいをもたらす空間デザイン

3. 来訪者の滞在を演出するサービス集積

4. 持続性を確保する仕組み

5. 住民のQOLを高める環境
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6. 観光地マスタープランと取り組むべき課題の対応

 本観光地マスタープランでは、各要件ごとに以下の課題について対応している。

開発のスプロール化

拠点となるエリアの欠如

交通障害の発生

必要なデータの欠如

季節性の悪化

マネジメント機能の不足

住民理解の不足

住宅価格の上昇

人材不足（量・質）

アンバランスなサービス集積

関連産業の不足

長期滞在向けサービスの不足

要件２
心地よさと賑わいを
もたらす空間デザイン

要件３
来訪者の滞在を

演出するサービス集積

要件４
持続性を確保する仕組み

要件５
住民QOLを高める環境

要
件
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滞在目的となり得るライフスタイル



0. 滞在目的となり得るライフスタイルとは
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 ５つの要件の中で、もっとも基本であり要となるのは「滞在目的となり得るライフスタイル」である。

 滞在目的となり得るライフスタイルは、地域での「経験」となり、それはそのまま観光地ブランドの核となる。

 滞在目的となるライフスタイルの提案：

「アジアにおけるオールシーズン・アウトドアライフスタイルの中心」

 スキー場が現在の集客核となっていること。

 スキーに限らず羊蹄山をアイコンに住民においても自然を楽しむ、自然の中で遊ぶという志向がみられること。

 所得アッパー層においては環境や自身の健康への注目が高まっていること。

要件１

（参考）検討会にて示された課題 P.100



 近年の宿泊延数の伸びの中心であるアジアからのインバウンド客は、20代・30代が中心となるが、この

世代はデジタル機器に適応しながら成長しており（デジタルネイティブ）、それ以前の世代と比べて旅

行・観光におけるニーズが大きく変化している。

 日常と非日常（旅行）の区別が曖昧になり、日常生活で利用しているテクノロジーを、当然のように旅

行先でも利用することを期待する。

 また、旅行の動機としても、非日常的な要素を見たい・体験したいという基礎的な欲求から、自己実現

に繋げたいという高次元の欲求へ変化しつつある。

 そうした来訪者のニーズの変化に対応させてリゾートをアップデートしていくことが、競争力を保つために必

要となる。

1. 変化する来訪者のニーズ
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要件１

世代 誕生年 2020年時点の年齢 2030年時点の年齢

ジェネレーションZ 2000年代～ ０～20歳 ～30歳

ミレニアル 1980年～2000年代 20～40歳 30～50歳

ジェネレーションX 1960年代～1980年 40～60歳 50～70歳

ベビーブーマー 1946年～1964年 56～74歳 66～84歳

サイレントジェネ
レーション

1928年～1945年 75～92歳 85～102歳

最も偉大な世代 1928年以前 92歳以上 102歳以上

デジタル
イミグラント
(移民)

デジタル
ネイティブ



2. 対象とするターゲット層
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 スキーシーズンとグリーンシーズンでは、客層が大きく変化するため、それぞれで対象とするターゲット層を、

競合となるその他スキーリゾートのターゲット層を踏まえながら検討していく必要がある。

 スキーシーズンは、オーストラリア・アメリカ・香港・シンガポール・中国本土の富裕層がターゲットとなる。

ターゲット層の世帯年収はアメリカの山岳リゾートのブリッケンリッジとベイルの中間の、2000万円を想定

する。

 グリーンシーズンは、アジアや国内のミドル層のやや高めがターゲットとなる。ターゲット層の世帯年収は富

良野とブリッケンリッジの中間の、 1000万円強を想定する。

 ニセコエリアの成熟化に伴い来訪者の国籍は多様化している。経済・外交などの状況変化によるリスク

ヘッジの観点からも来訪国のある程度の分散が望ましい。

0
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香港 中国 シンガポール 米国 オーストラリア

1,000万円以上2,000万円未満 2,000万円以上3,000万円未満 3,000万円以上

2018年 訪日外国人世帯年収別割合（％）

出典：訪日外国人消費動向調査（観光庁, 2018）よりJTBF作成

要件１

競合スキーリゾートのターゲット世帯年収（イメージ）

グリーンシーズン スキーシーズン

富良野 800万円 1000万円強

ブリッケンリッジ 1200万円 1500万円

ベイル 2000万円 3500万円

出典：ヒアリング等に基づきJTBF作成
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リノベーション・パート 1

心 地 よ さ と 賑 わ い を
もたらす空間デザイン

要件２

Renovation part



０．心地よさと賑わいをもたらす空間デザインとは
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リノベーション・パートでは、本町のうち大小様々な事業者が集積してリゾートとしての拠点地域を形成してい

る「ニセコひらふエリア」を中心的な提案対象とする。

※他のリゾートエリアでの事業や公的な施策を行わないということではない。

要件２

本節において中心的に提案を行うエリア

ニセコひらふ
エリア

（参考）心地よさと賑わいをもたらす空間デザインとは
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「サービススケープ」の概念を重視した空間デザインと景観誘導の必要性

要件２

・滞留空間は更にセキュアなプライベート空間と
賑わいのパブリックな空間で構成
・歩車分離の動線
・VIP対応の施設サービス
・セキュリティ

視覚を通じ適切な期待を醸成する景観

サービススケープ(Servicescape)
景観による視覚情報にて、顧客にその場で提供
されるサービスに対する期待を適切に醸成し、満
足度やロイヤルティの向上に結びつける。
目に見えないサービスを“景観”で見える化する。

賑わいをつくる動線と広場空間
マグネット・エリア／カルチャー

人々が自然と足を向け、そこに滞在するような誘
因(マグネット)を持った動線と広場空間。

０．心地よさと賑わいをもたらす空間デザインとは



心地よさと賑わいをもたらす空間デザインとは
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 視覚情報を通じて、人々はその地域や施設に対する期待値を形成し、それがロイヤルティ、ブランドへとつながっていくた

め、リゾートにおいて、来訪者の経験に最も影響するのは視覚情報である。

 こうした景観が、本来目に見えないサービスの期待値を形成する考え方はサービススケープと呼ばれる概念であり、倶知

安町においても、これを念頭に置いた景観デザインを検討していくことが重要となる。

 この際、ターゲットの世帯年収（例えば2000万円程度）を踏まえた空間デザイン設計が必要となる。

ブリッケンリッジ：
世帯年収1500万円がターゲット

ベイル：
世帯年収3500万円がターゲット

同じ広場でも、ターゲット層に合わせた空間デザインが必要

建物の質感
が異なる

参考

「ターゲット」を意識した空間デザインへ



 海外のスキーリゾートにおける空間デザインを比較した。視覚情報を通じて期待値を形成し、全体の体

験価値を向上させるため、様々な空間デザインに投資している。

スケート
パーク

歩行者
空間

ショッピング
ストリート

サイクリン
グロード

水辺の
散策路

拠点となる
広場

屋外アイス
リンク

空間デザイン（例）

海
外
の
ス
キ
ー
リ
ゾ
ー
ト

ベイル

ブリッケンリッジ

サンモリッツ

ウィスラー
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注）単純に空間デザインが存在するかではなく、優れたものがあるかどうかで比較した。

心地よさと賑わいをもたらす空間デザインとは 参考



ゴンドラ坂

①一般車両駐車場の配置と

交通の障害について
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②公共交通との交通結節点

③快適な歩行者ルートの不足

ひらふ坂 公園通り ささやき坂

• 一般車両駐車場はゲレンデ周辺に立地し

ており、ひらふ坂と道道343号線に車両が

集中し、最盛期の時間帯によっては交通

の障害が見られる。

• 多くの路線バス、民間バスがひらふ第１駐

車場とひらふ十字街交差点を経由する。

道道343号線

ひらふ十字街
交差点

• ひらふ坂以外は歩道が区分されていないこ

とが多く、幅員も狭い。

• ひらふ坂以外は歩きたくなるような設えが全

体的に不足している。

公園通り

ひらふ坂

ささやき坂

要件２１．現状と課題認識 ― ①移動と交通



①広場・イベント空間の不足

• 十分な面積が確保され、整備がなされており、賑わいをつくることができる広場空間、公園が不足している。

13

②羊蹄山への眺望点の不足

• 羊蹄山の眺望を楽しみながら写真撮影ができる場所、サービスを受けることができる場所が不足している。

③シンボルとなる施設・場所

• ひらふエリアの象徴として一番に連想される施設や場所、中心性を持った空間の確保が望まれる。

第1駐車場 ひらふ高原中央公園 Ki Niseko前の広場

第1駐車場から見る羊蹄山 ローワーヒラフから見る羊蹄山 NACから見る羊蹄山

ひらふウェルカムセンター カッパーマウンテンベイルセンター

１．現状と課題認識 ― ②シンボル空間 要件２
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１．現状と課題認識 要件２

ニセコエリアの中心であるニセコひらふエリアでは個々の建物、ファニチャー、街路には、
良い空間・デザインがある。

しかし、
ニセコエリアの中心として共通する（認識される）

イメージが弱く
シンボルとなる（デザインとして参照される）場

が不足している。

最も人が集まる場所を
「シンボルとなる空間」へ
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要件２２．全体エリアの方針（ニセコひらふリゾートエリア）

① エリア設定

エリア図

 スキーリゾート施設、ホテル・コンドミニアム、各種サービス施設が集中的に立地する、スキー場ボトムの国定公園区域、

準都市計画区域のセンタービレッジ地区（アッパーヒラフ）、ペンションビレッジ地区（ローワーヒラフ）、山田Ⅰ地区

（泉郷等）、山田Ⅱ地区、大沢川沿い地区の範囲を「ニセコひらふリゾートエリア」と設定し、空間デザインについては

このエリアを起点とした戦略を立案する。

（参考）土地利用現況 P.103

泉郷

山田

樺山

羊蹄の里
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要件２２．全体エリアの方針（ニセコひらふリゾートエリア）

③ 公共交通と駐車場配置
• ひらふエリア内の既存駐車場を活用・再整備するとともに、ひらふエリアのバウンダリーにパーク＆
ライドが望まれる。なお、狭隘化しているひらふ第一駐車場をシンボルゲートとして整備すること
を最優先とし、この整備効果等を踏まえてサン・スポーツランドや将来的なエリア外駐車場と接
続交通の整備を順次行うことを想定する。

継続検討

地域住民の主要交通動線
（道道343号線）

観光客の主要交通動線
（道道631号線）

第一駐車場
シンボルゲートとして

整備の上有料化を検討

第二駐車場
現状維持し継続利用

サン・スポーツランド駐車場
再整備し規模拡充、

エリア内従業員の利用も想定
※エリア内駐車場のバッファ的スペースである

エリア外駐車場
リゾートエリアのバウンダリーの考えからからすると、

サンモリッツ大橋付近が適地と想定

十字街交差点に第一駐車場の
駐車状況を示す案内板を設置

エリア外駐車場との接続交通
シャトルバス（導入障壁低）
ゴンドラ（導入障壁高）

P

P

P

P
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シンボルゲート

サン・スポーツランド

要件２３．シンボルゲートの整備方針

第二駐車場他

シンボルゲートとサン・スポーツランド（補完機能点）の再整備と機能分担

●コミュニティスペース
●文化関連スペース
●図書館機能・スペース

●イベント広場・公園
●野外ホール

オープンスペース

交通機能（共通）
●バス・シャトル・タクシー乗
降スペース
●駐車場（一部有料）

●ウェルカムセンター・TIC
●フードホール・レストラン
●パークカフェ
●食品・物販店舗

デイリーサービス

コミュニティ＆カルチャー

ビジネスサポート

●コワーキングスペース
●会議室スペース

●イベント広場

オープンスペース

シンボルゲート及びサン・スポーツランドの土地を活用し、以下の機能を導入する。

継続検討
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木ニセコ

ホテルニセコアルペン

フットパス

民地
（開発予定地）

要件２３．シンボルゲートの整備方針

D

スカイニセコ

.Base

ゾーンA

ゾーンB ●中央公園
●パークカフェ
●駐車場（冬季一部）

歩者共存の
交通広場

（ウエルカムセンター）
●フードホール
●レストラン
●パークカフェ
●食品・物販店舗

●イベント広場
●シャトルバス・タクシーステー
ション
●駐車場
（一部地下化またはゾーンD
の冬季部分利用）

マウンテンセンター
&アネックス

ゾーンD

●シンボルゲートとマウンテ
ンセンターをつなぐ夏季の
フットパス
（ゲートエリア全体の回遊
性を高める）

車両動線

ゾーンC

C

●街並みを形成する小規
模店舗ゾーン

シンボルゲートのゾーニングイメージ

B

A

水道施設（存置）

F

ゾーンF

駐車場（冬季）

Ｇ
ゾーンG

駐車場（通年）

シャレー
アイビー

継続検討



19

要件２３．シンボルゲートの整備方針

ゾーンC

綾ニセコ

●駐車場（ターミナル機能）

サン・スポーツランドのゾーニングイメージ

車両動線

ザ・ヴェールニセコ

ゾーンA

●イベント広場

A

テニスコート
（２面）

●コミュニティスペース
●文化関連スペース
●図書館機能・スペース
●コワーキングスペース
●会議室スペース

ゾーンB

B

継続検討
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要件２３．シンボルゲートの整備方針
継続検討

ひらふ坂

Hニセコアルペン

.base

スカイニセコ

ウエルカムセンター（約1000㎡）
・フードホール＆カフェ
・食料品・物販店舗

イベント広場
（約750㎡）

交通広場

タクシー
プール

バスプール

①平面駐車（約40台）
※夏季は広場として利用

③平面駐車
（約60台）

②平面駐車
（約２２台）

公園

地下駐車場OUT

地下駐車場IN

小規模店舗ゾーン

歩行者通路

法面緑化

バスバース

駐車場
①平面駐車（※夏季は広場として利用） 約40台
②平面駐車 約20台
③平面駐車 約60台
④平面駐車 約80台
平面駐車合計 約200台
④地下駐車 200～250台程度（事業計画により）
※合計400〜450台程度収容

一般・業務車
両ロータリー

リフトへ

④平面駐車
（約80台）

N
0 10 50 100ｍ

シンボルゲートA案配置（交通ターミナル機能あり）
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要件２３．シンボルゲートの整備方針

シンボルゲートA案パース（鳥瞰）

継続検討
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要件２３．シンボルゲートの整備方針

シンボルゲートA案パース（羊蹄山）

継続検討
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要件２３．シンボルゲートの整備方針

サン・スポーツランドA案配置（交通ターミナル機能なし）

継続検討

テニスコート
（２面）

①平面駐車
（約120台）

駐車場
①平面駐車 約120台
平面駐車合計 約120台

複合施設（約1800㎡）
・コミュニティスペース
・ライブラリー＆カフェスペース
・コワーキングスペース
・会議室イベント広場

（約2400㎡）

N
0 10 50 100ｍ



２．ニセコひらふエリアの価値向上に資するサービス
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要件３

ひらふ第一駐車場、サン・スポーツランドに新たな機能を複合的に導入していくことで、エリアの
価値全体を高め、周辺地域への良い波及効果を生むことを目指す。

シンボルゲート
（ひらふ第一駐車場）

サン・スポーツランド

ニセコビレッジ方面

樺山方面

羊蹄山方面

倶知安市街方面

花園方面
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要件２４．質の高い開発の誘導

① 現状の土地利用規制（都市計画法・景観法）

• 既存の都市計画法、景観法により開発基準が設けられているが、良好な景観を積極的に誘導する、

または開発のボリュームをコントロールする観点からは不十分な点もある。

ひらふエリアにおける規制の概略

＜都市計画法＞
○準都市計画区域
・容積率、建ぺい率、斜線制限、
接道義務
○特定用途制限地域
・建物用途の制限

＜景観法（景観地区）＞
・形態意匠の制限、最高高さの限
度、壁面位置の制限、最低敷地
面積

※一部がニセコ積丹小樽海岸国定公園区域のた
め、自然公園法上の制限あり

（参考）土地利用・法規制等の現状 P.106-108



要件２４．質の高い開発の誘導

② ひらふエリアの景観デザインの特徴と課題
• サービススケープの構築にあたり、その地域らしさの演出を強化する。
• ひらふらしい景観を構成する要素は点在するが、全体としての統一感を醸成する。

ひらふエリア全体の景観特性

＜良い点＞
• 建物の色彩に統一感が感じられる界隈

がある

• 突出した高さの建物がない

• エリア全体として緑が豊か

• ひらふ坂の植栽（花）

• 街並み越しに羊蹄山へのビュー

＜改善が必要な点＞
• スケールオーバーの建物の存在

• １階部分の公開性（歩行者に対して

開く）

• ファサードのデザイン統一性

• のぼり旗、看板の景観への配慮

統一感のある色彩の街並み

高さの統一感がある街並み
エリア内の緑の豊かさ

歩行者に対する外構の公開性

景観のアクセントとなる植栽
（ひらふ坂）

店舗が設置するのぼり旗、看板

街並み越しに見える羊蹄山

26
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要件２４．質の高い開発の誘導

③ 開発規制面での課題

 依然継続する高い開発圧力
 交通や上水道などの開発容量に係る問題
 開発事業自体を抑制（禁止）することはで

きない
 環境面、防災面での十分な配慮の必要性

（技術的な問題）
 駐車場の不足による道路・公共駐車場への

負担増
 海外投資家や事業者との共通理解の構築

開発事業面

景観・デザイン面

 基準はあるが街並み等の「共通イメージ」が形
成されていない

 デザインそのものをきめ細かく調整する方法が
ない

 工作物・開発行為・屋外広告物については、
独自基準が存在しない
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要件２４．質の高い開発の誘導

④ 開発コントロールの基本的な仕組み（観光視点からの提案）

 国際的に評価されるリゾート地を形成するためには、良質な空間デザインを担保する「ルー

ル」と開発・デザイン等の「協議の仕組み」が必要である。

 このような仕組みが不動産の価値を担保し、価値を共有できる投資を呼び込み、街の「良い

不動産ストック」を形成することが可能になる。

カッパー・マウンテン（コロラド） ベイルリゾート（コロラド）
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要件２４．質の高い開発の誘導

④ 開発コントロールの基本的な仕組み（観光視点からの提案）

開発コントロール手法

開発密度と量のコントロール、環境
への配慮のための手法

景観とデザインをきめ細かく
調整するための手法

現 状

追加検討
事項

①特定用途制限地域（都市計画法）

・用途の制限

②準都市計画区域（都市計画法）

・容積、建ぺい、斜線制限

③開発許可制度（都市計画法）

・造成等技術的基準

④指導要綱（倶知安町要綱）

・駐車台数、落雪距離

①景観地区（景観法）

・形態・意匠、建物高さ、壁面位置等

②協議手続き（景観条例）

景観法及び倶知安町の美しい風景を

守り育てる条例を活用した景観・デザイ

ン調整の手法を追加検討する

都市計画法を活用した開発抑制の

手法を追加検討する
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要件２

⑤ 開発事業の調整（計画及び協議調整の手法）

４．質の高い開発の誘導

・ニセコひらふエリアの開発事業や屋外広告物の調整の根拠となる計画体系を以下の通り想定する。

都市計画マスタープラン（2018.3）

景観計画（新規策定）

（景観法）

根拠
計画

（都市計画法）

準都市計画区域
特定用途制限地域

調整のた
めの基準

 景観形成の理念・目標の記載
 土地利用の方針、将来フレーム等

協議調整
手法例

倶知安町の美しい風景を守り育てる条例に基づく協議
１）景観地区基準に基づく協議
２）デザインガイドラインに基づくデザインレビューによるデザイン
調整（一定規模以上の開発）

踏まえる

継続検討

①景観地区
（景観法／改定予定）

②デザインガイドライン
（任意／新規作成）

踏まえる

基づく

踏まえる
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要件２

⑤ 開発事業の調整（開発・リノベーション誘導）

４．質の高い開発の誘導

倶知安町がリゾート地としての環境及び景観の質を保ち、国際的に評価される地域としてブラ

ンド価値を保ち、高めていくために、特に開発の激しいエリアの開発総量を適切にコントロール

する。

快適なリゾート環境維持の観点からリフトのキャパシティを主要な指標として、サブの視点を３

つを掲げ、宿泊施設のベッド数のストック総量の上限の目安を示す。

視点１
リフトキャパシティ

視点２
森林及び温泉資源

＜主要な指標＞ ＜サブ指標＞

視点３
水資源（上水道）

視点４
自動車交通

リフトキャパ1.0

18,000ベッド

リフトキャパ1.33

24,000ベッド

リフトキャパ4.94

89,000ベッド

Ａ

Ｂ

Ｃ

３つのシナリオ（ひらふエリア）

 ニセコエリアの自然環境及び温泉資
源保護の視点から一定の抑制を行う
考え方

 北海道が具体の規制方法を検討中
だがひらふエリアにおいては温泉資源
の観点でこれ以上の温泉掘削はやや
困難な状況

 水資源保護の視点から一定の規制
を行う考え方

 現状の開発計画を超える場合、現在
の供給施設では対応が困難になって
いる。

 車両の流入による慢性的な交通障
害の発生を避ける考え方。

 駐車場の附置義務により、公共駐車
場の混雑を抑制すると同時に、開発
そのものを抑制することにより交通障
害を防ぐ。

※海外のスキーリゾートにおいても、リフトキャパとベッド数がほぼ同等であることが一般的である



32

要件２４．質の高い開発の誘導

⑤ 開発事業の調整（開発密度の設定イメージ）

現状の緩やかな土地利用規制のみでは開発容量の設定を実現するのは困難である。

 そこで、以下のような密度概念を想定しそれを実現するための手法を導入することにより、より

集約的な市街地を形成し、守るべき自然を守り、景観に配慮し、ブランド価値の毀損の回避

を目指す。

 スプロール化の回避は、G20観光大臣会合で議論され、「北海道倶知安宣言」でうたわれて

いる、持続可能な観光にも資するものである。

保全エリア

低層エリア
（〜13ｍ）

高層エリア
（〜22ｍ）

高層エリア
 センタービレッジなどスキー場麓のメインエリアのみ高層化を可能とし、

コンパクトな市街地形成を図る
 相対的土地優位性を確保し遊休地の有効活用、既存建物のリノ

ベーションなどを誘導

低層エリア
 高層以外のエリアでは高さ制限の強化、最低敷地面積の拡大、駐

車場附置義務などの規制強化により、ゆとりある市街地形成を図る
とともにベッド数の抑制

保全エリア
 都市計画法等を活用した保全エリア設定による、森林・自然的環

境の保全
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要件２４．質の高い開発の誘導

⑤ 開発事業の調整（エリアの価値を高めていくための戦略的考え方）

 高層エリアを限定することでリノベーションを促進させ

る。

 良質なストックへと転換させることで、高層エリアのプレ

ゼンスを高める。

シナリオA（18,000ベッド）
リフトキャパに合わせて開発抑制・誘導された場合

高層エリア（22ｍ） 低層エリア（13ｍ） 保全エリア

シナリオB（24,000ベッド）
現状の開発動向が続いた場合

シナリオC（89,000ベッド）
際限なく開発が進んだ場合

開発そのものの
抑制

 高層エリアと低層エリアの範囲で

シナリオAのベット数を確保。

 保全エリアを設定し開発を抑制することに加え、低層エリアを抑制するこ

とでシナリオCを回避する。

22ｍエリアの
高さの抑制

 高層エリアの一部を低層エリアに変更すること、最低敷地

面積の基準強化により、良好で余裕のある空間形成を図

ることでベッド数を抑制し、シナリオBを回避する。

－ 22m

－ 13m

22m －

13m －
ストックのリユース・
リノベーション

※開発圧力次第では他エリアについても開発誘導が必要になる。
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要件２４．質の高い開発の誘導

⑤ 開発事業の調整（規制手法）

 開発容量を設定し、実際に新規開発を抑制するためには法に基づく規制が必要となる。

 しかしながら現状は準都市計画区域であることから規制そのものには限界がある。

 そこで下記の通り、いくつかの手段を想定し、現実的に実行可能な手法について十分に検討した上で、

実行していくことが考えられる。

＜手法１＞現状の準都計のまま対応 ＜手法２＞非線引都計に変更して対応

都市計画区域
（非線引）

準都市計画区域

 現状の準都市計画区域の中に、

保全的な規制を可能な限り適用

する

規制手段

①景観地区の規準強化（都市計画法・景観法）

②特定用途制限地域の見直しや用途地域の設定（都市計画法）

③温泉掘削規制（道温泉資源要綱）

開発事業への条件付け

①開発負担金（町指導要綱等）

②宿泊施設の駐車場義務付け・バリアフリー化

（町指導要綱等）

 非線引き都市計画区域に変更し、

地区計画等を活用することにより開

発規制の法的根拠を強化する

 中長期的視点で検討すべき手法

規制手段

①景観地区の規準強化（都市計画法・景観法）

②特定用途制限地域の見直しや用途地域の設定（都市計画法）

③地区計画（土地利用方針及び用途制限により規制）

④緑地保全地区等の指定（都市緑地法）

⑤温泉掘削規制（道温泉資源要綱）

開発事業への条件付け

①開発負担金（町指導要綱等）

②宿泊施設の駐車場義務付け・バリアフリー化

（町指導要綱等）
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要件２４．質の高い開発の誘導

⑥ デザイン誘導の仕組み（Ⅰデザインガイドライン）

• 海外事業者による開発も多いひらふエリアでは、目指すべきまちの姿について明文化するだけで
なく、イメージをビジュアルで表現し共有することが必要。

• 良好なデザインの方向性を示すとともに、ひらふエリアに相応しくないデザインについても併せて
明記することで、統一感のある景観の形成を目指す。

デザインガイドラインで示す目指すべき方向性イメージ
（Whistler village design guidelineより引用）

デザインガイドラインにより守り育てる
ひらふエリアの景観特性イメージ（案）

• 来訪者がそぞろ歩きをして楽しめる歩道、足元空間の充実
• アクセントカラーの採用（赤系など）、植栽の設置などひらふ、北海道らしさを感じられる要素の採用
• 通り沿いの滞在空間は羊蹄山を含めた眺望を意識した設えとする
• 屋外広告物の色彩は景観に配慮したものとする

・・・・・etc

デザインガイドラインで示す目指すべき方向性のイメージ
（長野表参道景観ガイドラインより引用）

デザインガイドラインで示す相応しくないデザインのイメージ
（長野表参道景観ガイドラインより引用）
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要件２

⑥ デザイン誘導の仕組み（Ⅱデザインレビュー）
• 目指すべきまちの姿の実現に向けた、実質的な議論と調整の場を設置
• 地域の特性を理解した建築家やデザイナーの参加を促すことが必要。
• エリマネ組織など住民が継続してデザイン誘導に関与できる体制を構築。

街の模型イメージ

４．質の高い開発の誘導

景観デザインレビューのススメ入門編より引用

開発区域 ・3000㎡を超える敷地

建物高さ ・10ｍを超える建築物

延べ面積 ・1000㎡を超える建築物

倶知安町でデザインレビューを実施する場合に対象とする開発事業（例）

• 用途が「宿泊施設（旅館、ホテル、コンドミニアム）」「飲食店」

「店舗」のうち、開発規模が表内のいずれかに当てはまるもの

（参考）自治体の開発誘導に関する事例 P.109-112
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模型
（対象施設及び周辺）

プレゼンボード

大判図面

レビューアー
（施設関連組織及び住民代表）

レビューアー
（専門家：建築意匠）

レビューアー
（専門家：運営）

設計者
（対象施設）

行政
（建築主・事務局）

設計者
（地域内別施設）

コンサルタント
（事務局支援）

行政
（副市長）
（関連部局）

（施設管理予定者）

要件２４．質の高い開発の誘導

デザインレビューの会議の様子（公共施設の事例）
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要件２４．質の高い開発の誘導

⑦ 景観形成に向けたロードマップイメージ

準都市計画区域の拡大の検討

緑の基本計画の検討

景観地区の見直し検討

景観計画の検討

観
光

策
定

MP
景観地区内の工作物・開発行為の制限条例化検討

駅周辺での緑化地域・高度地区の検討

屋外広告物条例の検討

特定用途制限地域の検討

無電柱化推進計画の検討

※スケジュールは想定であり、
現況調査の結果や関係機関の
調整により変更する可能性がある。

○景観計画と並行して取り組むこと

○景観計画策定後に取り組むこと

• 開発の規制に関する検討と並行して、倶知安町の景観について目指すべき目標を明確化するために
景観行政団体への移行と「景観計画」の策定が必要。

継続検討
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参考自治体の開発誘導に関する事例

①景観条例による手続き規定の事例（ニセコ町）

対象となる要件

○建築物の建設
・高さ10mを超えるもの
・延べ面積が1000㎡を超えるもの
○土地
・土地の区画形質を変更する事業で面積が5000㎡を超えるもの
・建築物を建築し、土地を分割し他の者に販売する事業で、面積が5,000㎡を超えるもの
※このほか工作物、環境及び景観に影響を及ぼすおそれがある工場及び事業場が対象となる

開発行為の協議
フロー

1.事前協議（相談、打ち合わせ）

2.事前景観調査、報告

3.住民説明会開催、報告

4.協議書提出

5.町より同意、不同意通知

6.開発事業着手

7.開発事業完了

その他景観関連
の取り組み

・景観協定の締結、認定
・コミュニティ協定の締結、認定
・重要景観等の選定
・ふるさと眺望点の指定

• 開発を行う前に町と事前協議の上、住民説明会の開催を義務付けている。
• 事業者は事前景観調査を行い、実施する開発事業が敷地周辺の景観に与える影響について検討
することが求められる。
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参考自治体の開発誘導に関する事例

②デザインレビューを制度化した事例（京都市・眺望景観創生条例）

対象となる区域・行為

○建築物の新築、増築
・京都市内の視点場（境内、参道等、境内から30ｍの範囲、近景デザイン保全区域
（参道等から20ｍまたは30ｍの範囲）
○大規模な新築、増築（床面積2,000㎡以上）
・近景デザイン保全区域（境内から500ｍの範囲）

事前協議（景観デザイ
ンレビュー）のフロー

1.事前協議申出書の提出

2.事前協議申出書及び添付図書等の確認

3.事業計画の景観への影響に関する現地調査等の実施

4.（影響が大きい場合）歴史的景観アドバイザーを交えた協議

（影響が小さい場合）京都市との協議

5.協議書の発行

6.協議書の受領

7.景観申請など

8.許可通知書・認定証等の交付

9.建築確認申請等

その他景観関連の取り
組み

・「歴史的資産周辺の景観情報」と「景観情報共有システム」により、景観デザイン
レビュー対象地域において地域特性についてまとめた資料を公開している。事前協議
申出書の作成は、これらの情報を参照することが求められている。

• 視点場として設定されたエリア内で行われる開発事業について、事業者、市、歴史的景観アドバイ
ザー（学識者中心）の3者でのデザインレビュー実施を求めている。
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参考

＜京都市 事前協議（景観デザインレビュー）制度＞※京都市眺望景観創生条例に基づく

自治体の開発誘導に関する事例

• 「境内の眺め」及び「境内地周辺の眺め」について、自然、歴史的資産等との調和を踏まえ、地域ごと
の特性に応じた眺望景観の創生を図ることを目的としている。

• 市内49か所の眺望景観保全地域のうち、27か所の寺社等の周辺エリアを対象とする。

事前協議（景観デザインレビュー）制度の対象区域・行為（建築物）

②デザインレビューを制度化した事例（京都市・眺望景観創生条例）
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参考

③デザイン誘導のための事前協議の仕組みの事例（松本市）

＜松本市 景観事前協議制度＞※松本市景観条例に基づく制度

自治体の開発誘導に関する事例

• 事業者に対し、対象行為について計画変更が可能な時期（景観法に基づく届出等の提
出の120日前）に、市と建築物の規模等に関する協議（景観事前協議）を行うことを義
務付けている。

• 事業者は、協議の前に計画地周辺の地域特性を予備調査することが求められる。地域特
性の確認にあたっては、事業者は地区代表者への聞き取りを行う。

• 申出内容は、景観や都市デザイン等の専門的な知識を有する委員で構成する「景観評価
会」にかけられる。

対象となる行為

①対象範囲における高さ15ｍを超え
る建築物の新築、改築又は増築

②良好な景観の形成に著しい影響を及
ぼすおそれがあると市長が特に認める
行為

予備調査報告書の例


